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議論のまとめ 
①多機関連携本部の必要性、②医療機関のセキュリティー確保、③医療指揮本部設置と情報伝達 
④リスク評価とテストイベント 

 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックに係る救急・災害医療体制を検討する学術
連合体と本研究班、及び東京大学医学部附属病院災害医療マネジメント部の主
催、駐日英国大使館後援で下記のような内容でキックオフシンポジウムが開催された。 

1. 日時： 平成 29 年 11 月 3 日（⾦） 
10 時〜16 時 

2. 会場：東京大学安田講堂 
3. 目次： 

英国の Pam Venning 先⽣によるロンドンオリンピックの医療体制についての基調
講演後、午後の部では各学会や組織、東京都医師会から現時点で議論されている 
内容について報告と全体討論があった。 

・大会組織委員会（宮本哲也先生）：44 会場では観客 1 万人当たり医師 1
名、看護師 2 名の人員配置、1st.responder については 1 千人に 1 名の配置案
報告がなされた。また、VMO と VOM の役割についての紹介があった。 
・⽇本臨床救急医学会（坂本哲也先生）：大会期間中の救急医療体制のニー
ズ、外国人対応、熱中症対策の必要性と対応の報告がなされた。 
・⽇本集団災害医学会（久保達彦先生）：多数傷病者・テロ対応に係る病院前
および病院を対象とした取り組み(MCLS-CERN コース等)、また会場医療班が利
用する標準活動日報（東京オリパラ版 J-SPEED）の開発状況が報告された。 
・⽇本外傷学会（大友康裕先生）：テロで最も多いとされる銃創、爆傷に対する
病院前、病院の対応マニュアル作成の必要性と進捗報告があった。 
・⽇本熱傷学会（佐々木淳一先生）：関係団体との連携構築、重症熱傷患者
の分散搬送・収容に関する医療資源調査、特殊熱傷である雷撃症対応マニュアル
作成についての報告があった。 
・⽇本中毒学会（⿊木由美⼦先生）：中毒情報センターが主体でテロ対応研修、
中毒学会が中⼼に会場周辺の解毒薬、中和薬などの医療資源調査を⾏うことが報
告された。 
・⽇本集中治療学会（桜井淳先生）：会場周辺の ICU 調査（受け入れ人数、
外傷、熱傷、中毒などの種類別）、人工呼吸器、ECMO、小児、妊産婦の受け入
れ可能人数の調査を予定し、ICU 同志の連携構築についての報告があった。 
・⽇本救急看護学会（浅香えみ⼦先生）：教育研修の重要性が強調された。1st. 
Aid 講習、JNTEC コース、トリアージナースの育成事業などが紹介された。 
・⽇本救急医学会（杉田学先生）：①コンソーシアムの事務・調整機能、②プラッ
トフォーム作り（HP など）、③Web/SNS からの広報活動、④各学会からのマニュ
アル編纂、⑤次大会へのデータ収集と解析を担っていることが報告された。 
・東京都医師会（新井悟先生）：日常診療体制の維持を前提に、リスク管理
（熱中症、感染症など）、健康遺産プログラム作成の案が示された。 


